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学校法人濱名学院 寄附行為 
（平成２４年９月２７日理事会改訂） 

 

第１章 総    則 

 

 （名 称） 

第１条 この法人は、学校法人濱名学院と称する。 

 

 （事務所の所在地） 

第２条 この法人は、事務所を兵庫県尼崎市潮江一丁目３番２３号に置く。 

 

 

                           第２章 目的及び事業 

 

 （目 的） 

第３条 この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行うことを目的とする。 

 

 （設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。 

 (1) 関西国際大学       大 学 院   人間行動学研究科 

                       看護学研究科 

教育学部   教育福祉学科 

国際コミュニケーション学部   英語コミュニケーション学科 

人間科学部    人間心理学科 

経営学部   経営学科 

保健医療学部     看護学科 

 

 (2) 関西保育福祉専門学校   保育専門課程  

社会福祉専門課程 

 (3) 認定こども園難波愛の園幼稚園 

 

  （収益事業） 

第５条 （削除） 

 

 

第３章 役員及び理事会 

 

  （役 員） 

第６条 この法人に、次の役員を置く。 
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 (1) 理事    ９人から１０人 

  (2) 監事  ２人 

２ 理事のうち１人を理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。理事長の職を

解任するときも、同様とする。 

３ 理事のうち１人を常務理事とすることができるものとし、理事総数の過半数の議決によ

り選任する。 

４ 常務理事は、この法人の業務全般について理事長を補佐する。 

 

  （理事の選任） 

第７条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) 関西国際大学学長 

 (2) 関西保育福祉専門学校校長 

  (3) この法人の設置する学校の職員のうちから、理事会において選任した者  １人 

  (4) 評議員のうちから、評議員会において選任した者  ２人 

  (5) 学識経験者のうちから、理事会において選任した者 ４人から５人 

２ 前項第１号、第２号、第３号及び第４号の理事は、学長、校長、職員又は評議員の職を

退いたときは、理事の職を失うものとする。 

 

  （監事の選任及び職務） 

第８条 監事は、この法人の理事、職員（学長、校長、園長、教員その他の職員を含む。以

下同じ。）又は評議員以外の者であって理事会において選出した候補者のうちから、評議員

会の同意を得て、理事長が選任する。 

２ 監事は、次の各号に掲げる職務を行う。 

 (1) この法人の業務を監査すること。 

 (2) この法人の財産の状況を監査すること。 

 (3) 第１号又は第２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行

為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これ

を文部科学大臣に報告し、又は理事会及び評議員会に報告すること。 

 (3)－2 この法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該

会計年度終了後２月以内に理事会及び評議員会に提出すること。 

  (4)  ３号の報告をするために必要があるとき、理事長に対して評議員会の招集を請求する

こと。 

  (5)  この法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。 

 

  （親族関係等の制限） 

第９条 この法人の理事のうちには、各理事について、その親族その他特殊の関係がある者

が１人を超えて含まれることになってはならない。 

２ この法人の監事には、この法人の理事若しくはその親族その他特殊の関係がある者又は

職員（学長、校長及び教員を含む。以下同じ。）が含まれることになってはならない。 

３ この法人の監事は、相互に親族その他特殊の関係がある者であってはならない。 
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 （役員の任期） 

第 10 条 役員（第７条第１項第１号及び第２号に掲げる理事を除く。以下この条において同

じ。）の任期は、４年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 役員は、再任されることができる。 

３ 役員は、任期満了の後でも、後任の役員が選任されるまでは、なお、その職務を行う。 

 

 （役員の補充） 

第 11 条 理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超えるものが欠けたときは、１月以内

に補充しなければならない。 

 

 （役員の解任及び退任） 

第 12 条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上 出席し

た理事会において、理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、これを解

任することができる。 

 (1) 法令の規定又はこの寄附行為に著しく違反したとき。 

 (2) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 

 (3) 職務上の義務に著しく違反したとき。 

 (4) 役員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

２ 役員は次の事由によって退任する。 

 (1) 任期の満了。 

 (2) 辞任。 

 (3) 学校教育法第９条各号に掲げる事由に該当するに至ったとき。 

 

 （理事会） 

第 13 条 この法人に理事をもって組織する理事会を置く。 

１-2 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 

２ （削除） 

３ 理事会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から会議に付議すべき事項を示して 理事会

の招集を請求された場合には、その請求のあった日から７日以内に、これを招集しなけれ

ばならない。 

５ 理事会を招集するには、各理事に対して会議開催の場所及び日時並びに会議に付議すべ

き事項を書面により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要する場合

は、この限りではない。 

７ 理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。 

８ 理事長が第４項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が連名で

理事会を招集することができる。この場合における理事会の議長は、出席理事の互選によ

って定める。 
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９ 理事会は、この寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、理事総数の過半数の理事

が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。ただし、第 12 項の規定による

除斥のため過半数に達しないときは、この限りでない。 

10 前項の場合において、理事会に付議される事項につき、書面をもってあらかじめ意思を

表示した者は、出席者とみなす。 

11 理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出席した

理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

12 理事会の決議について、直接の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わること

ができない。 

 

 （業務の決定） 

第 14 条 この法人の業務は、理事会で決定する。 

 

 （理事長の職務） 

第 15 条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

 

 （理事の代表権の制限） 

第 16 条 理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。 

 

 （理事長職務の代理等） 

第 17 条 理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは、あらかじめ理事長が指名し

た理事が、その職務を代理し、又はその職務を行う。 

 

 （議事録） 

第 18 条 議長は、理事会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項に ついて、

議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、出席した理事全員が署名押印し、常にこれを事務所に備えて置かなければ

ならない。 

 

 

第４章 評議員会及び評議員 

 

 （評議員会） 

第 19 条 この法人に、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、理事数の２倍を超える２０人から２２人の評議員をもって組織する。 

３ 評議員会は、理事長が招集する。 

４ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して評議

員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から 20 日以内にこれを招集しなけ

ればならない。 

５ 評議員会を招集するには、各評議員に対して会議開催の場所及び日時並びに会議に付議
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すべき事項を、書面により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要する場合

は、この限りではない。 

７ 評議員会に議長を置き、議長は、評議員のうちから評議員会において選任する。 

８ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ、その会議を開き、議決することが

できない。 

９ 前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもってあらかじめ意思を

表示した者は、出席者とみなす。 

10 評議員会の議事は、出席した評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

11 議長は評議員として議決に加わることができない。 

 

 （議事録） 

第 20 条 第 18 条の規定は、評議員会の議事録について準用する。この場合において、同条

第２項中「出席した理事全員」とあるのは、「議長及び出席した評議員のうちから互選され

た評議員２人以上」と読み替えるものとする。 

 

  （諮問事項） 

第 21 条 次の各号に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意見を

聞かなければならない。 

 (1) 予算、借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く｡）及び基

本財産の処分並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分 

 (1)-2 事業計画 

 (2) 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄 

 (3) 寄附行為の変更 

 (4) 合  併 

  (5) 目的たる事業の成功の不能による解散 

 (6) （削除）    

  (7) 寄附金品の募集に関する事項 

 (8) その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの 

 

 （評議員会の意見具申等） 

第 22 条 評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況につい

て、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴すること

ができる。 

 

  （評議員の選任） 

第 23 条 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) この法人の職員で理事会において推薦された者のうちから、評議員会において選任した

者        ７人 
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  (2) この法人の設置する学校を卒業した者で年令 25 歳以上のもののうちから、理事会にお

いて選任した者        ５人 

 (3) 学識経験者のうちから、理事会において選任した者    ８人から１０人 

２ 前項第１号に規定する評議員は、この法人の職員の地位を退いたときは、評議員の職を

失うものとする。 

 

 （評議員の解任及び退任） 

第 24 条 評議員が次の各号の一に該当するに至ったときは、評議員総数の３分の２以上の議

決により、これを解任することができる。 

 (1) 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 

 (2) 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 

２ 評議員は次の事由によって退任する。 

 (1) 任期の満了。 

 (2) 辞任。 

 

 （任 期） 

第 25 条 評議員の任期は、４年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

２ 評議員は、再任されることができる。 

３ 評議員は、任期満了の後でも、後任の評議員が選任されるまでは、なおその職務を行う。 

 

 

第５章 資産及び会計 

 

 （資 産） 

第 26 条 この法人の資産は、財産目録記載のとおりとする。 

 

 （資産の区分） 

第 27 条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産とする。 

２ 基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれらに要する資金と

し、財産目録中基本財産の部に記載する財産及び将来基本財産に編入された財産とする。 

３ 運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とし、財産目録中運用財産の

部に記載する財産及び将来運用財産に編入された財産とする。 

４ （削除） 

５ 寄附金品については、寄附者の指定がある場合には、その指定に従って基本財産、運用

財産に編入する。 

 

 （基本財産の処分の制限） 

第 28 条 基本財産は、これを処分してはならない。ただし、この法人の事業遂行上やむを得

ない理由があるときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得て、その一部
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に限り処分することができる。 

 

 （積立金の保管） 

第 29 条 基本財産及び運用財産中の積立金は、確実な有価証券を購入し、又は確実な信託銀

行に信託し、又は確実な銀行に定期預金とし、若しくは定額郵便貯金として理事長が保管

する。 

 

 （経費の支弁） 

第 30 条 この法人の設置する学校の経営に要する費用は、基本財産並びに運用財産中の不動

産及び積立金から生ずる果実、授業料収入、入学金収入、検定料収入その他の運用財産を

もって支弁する。 

 

  （会 計）      

第 31 条 （削除） 

２ この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 

 

 （事業計画及び予算） 

第 32 条 この法人の事業計画及び予算は、毎会計年度開始前に理事長が編成し、理事会にお

いて出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。これに重要な変更を加え

ようとするときも、同様とする。 

 

 （予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 

第 33 条 予算をもって定めるものを除くほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をし

ようとするときは、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決がなければならな

い。借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）についても、

同様とする。 

 

 （決算及び実績の報告） 

第 34 条 この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求めるもの

とする。 

２ 理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、そ

の意見を求めなければならない。 

３ （削除） 

 

 （財産目録等の備付及び閲覧） 

第 35 条 この法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書及び

事業報告書を作成しなければならない。 

２ この法人は、前項の書類及び第８条第２項第３号-2 の監査報告書を事務所に備えて置き、

この法人の設置する私立学校に在学する者その他の利害関係人から請求があった場合には、

正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。 
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 （資産総額の変更登記） 

第 36 条 この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後３月以

内に登記しなければならない。 

 

 

 （会計年度） 

第 37 条 この法人の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終るものとする。 

 

 

第６章 解散及び合併 

 

 （解 散） 

第 38 条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。 

 (1) 理事会における理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決 

 (2) この法人の目的たる事業の成功の不能となった場合で、理事会における出席 した理事

の３分の２以上の議決 

 (3) 合  併 

  (4) 破  産 

  (5) 文部科学大臣の解散命令 

２ 前項第１号に掲げる事由による解散にあっては、文部科学大臣の認可を、同項 第２号

に掲げる事由による解散にあっては、文部科学大臣の認定を受けなければならない。 

 

 （残余財産の帰属者） 

第 39 条 この法人が解散した場合（合併又は破産によって解散した場合を除く。） におけ

る残余財産は、解散のときにおける理事会において出席した理事の３分の２以上の議決に

より選定した学校法人又は教育の事業を行う公益法人に帰属する。 

 

 （合 併） 

第 40 条 この法人が合併しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議

決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

 

 

第７章 寄附行為の変更 

 

 （寄附行為の変更） 

第 41 条 この寄附行為を変更しようとするときは、理事会において出席した理事の３分の２

以上の議決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理事会に

おいて出席した理事の３分の２以上の議決を得て、文部科学大臣に届け出なければならな
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い。 

 

 

第８章 補    則 

 

 （書類及び帳簿の備付） 

第 42 条 この法人は、第 35 条第２項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、常

に事務所に備えて置かなければならない。 

 (1) 寄附行為 

 (2) 役員及び評議員の名簿及び履歴書 

 (3) 収入及び支出に関する帳簿及び証ひょう書類 

 (4) その他必要な書類及び帳簿 

 

 （公告の方法） 

第 43 条 この法人の公告は、学校法人濱名学院の掲示場に掲示して行う。 

 

 （施行細則） 

第 44 条 この寄附行為の施行についての細則その他この法人及びこの法人の設置する学校

の管理及び運営に関し必要な事項は、理事会が定める。 

 

 

 

    附 則 

この寄附行為は、文部大臣認可の日（平成３年７月２日）から施行する。 

 

    附 則 

この寄附行為は、文部大臣認可の日（平成９年１２月１９日）から施行する。 

 

    附 則 

平成１０年３月２４日文部大臣認可のこの寄附行為は、平成１０年４月１日から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、文部大臣認可の日（平成１２年１２月２１日）から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１６年１１月３０日）から施行する。 

２ ただし、前項の変更により増員された第 23 条第１項第３号の評議員２名の任期について

9



基本（学校法人濱名学院寄附行為） 

1‐10 

は、第 25 条第１項の規定にかかわらず、平成２０年５月７日までとし、第 25 条第１項の

規定は、平成２０年５月８日より適用するものとする。 

 

   附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１７年５月２０日）から施行する。 

 

   附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１８年３月３０日）から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１９年３月２２日）から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

      附  則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２２年７月２６日）から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２４年１０月１日から施行する。 

 

    附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２４年１１月８日）から施行する。 
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基本（学校法人濱名学院寄附行為） 

1‐11 

    附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２５年２月２７日）から施行する。 

 

    附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２６年１０月３１日）から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、平成２９年４月１日から施行する。 

（関西国際大学教育学部英語教育学科の存続に関する経過措置） 

関西国際大学教育学部英語教育学科は、改正後の寄附行為第 4 条の規定にかかわらず 

平成 29 年 3 月 31 日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、 

存続するものとする。 

 

附 則 

この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２９年７月２５日）から施行する。 

 

附  則 

この寄附行為は、２０１９年４月１日から施行する。 

（関西国際大学教育学部英語コミュニケーション学科および関西国際大学人間科学部経営学科の

存続に関する経過措置） 

関西国際大学教育学部英語コミュニケーション学科および関西国際大学人間科学部経営学科は、

改正後の寄附行為第 4 条の規定にかかわらず 2019 年 3 月 31 日に当該学科に在学する者が当該

学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

11



 

2 

新旧の対照比較表 

新 旧 

（設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、

次に掲げる学校を設置する。 

 (1) 関西国際大学        

大 学 院   人間行動学研究科 

       看護学研究科 

教育学部   教育福祉学科 

国際コミュニケーション学部 

       英語コミュニケーション学科 

人間科学部  人間心理学科 

経営学部   経営学科 

保健医療学部 看護学科 

現代社会学部 総合社会学科 

       観光学科 

       都市交流学科 

 

附則 

令和 年 月 日 文部科学大臣認可のこの寄附行

為は、令和 2年 4月 1日から施行する 

（設置する学校） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次

に掲げる学校を設置する。 

 (1) 関西国際大学        

大 学 院   人間行動学研究科 

       看護学研究科 

教育学部   教育福祉学科 

国際コミュニケーション学部 

       英語コミュニケーション学科 

人間科学部  人間心理学科 

経営学部   経営学科 

保健医療学部 看護学科 

（新設） 
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様式第６号その２（第１１条関係）

　

年　度　

　科　目

一　基本財産

二　運用財産

三　負債額

　１　固定負債

　２　流動負債

四　基本財産＋運用財産

五　純資産（四－三） 13,970,029千円 13,964,350千円

1,045,872千円

13,964,350千円

16,409,777千円15,918,528千円 16,409,777千円

902,626千円 1,479,753千円 1,479,753千円

965,673千円 965,673千円

（用紙　日本工業規格Ａ４横型）

財　産　目　録　総　括　表

3,959,549千円 3,998,017千円

1,948,499千円 2,445,426千円 2,445,426千円

3,998,017千円

申請時

（　平成31年3月31日）

11,958,979千円 12,411,759千円 12,411,759千円

　　平成29年度末

（開設年度から３年前の年度）

　　平成30年度末

（開設年度の前々年度）
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(単位　円)

科目

固定資産 ( 13,839,206,250 ) ( 13,395,337,579 ) ( 443,868,671 )

有形固定資産 < 12,411,759,393 > < 11,958,979,028 > < 452,780,365 >

特定資産 < 1,406,400,000 > < 1,406,400,000 > < 0 >

その他の固定資産 < 21,046,857 > < 29,958,551 > < △ 8,911,694 >

流動資産 ( 2,570,570,629 ) ( 2,523,190,037 ) ( 47,380,592 )

資産の部合計 16,409,776,879 15,918,527,616 491,249,263

負債の部

科目

固定負債 ( 1,479,752,987 ) ( 902,626,305 ) ( 577,126,682 )

流動負債 ( 965,673,465 ) ( 1,045,872,409 ) ( △ 80,198,944 )

負債の部合計 2,445,426,452 1,948,498,714 496,927,738

純資産の部

科目

基本金 ( 18,828,851,536 ) ( 18,530,683,566 ) ( 298,167,970 )

第１号基本金 18,317,851,536 18,019,683,566 298,167,970

第３号基本金 256,000,000 256,000,000 0

第４号基本金 255,000,000 255,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 4,864,501,109 ) ( △ 4,560,654,664 ) ( △ 303,846,445 )

純資産の部合計 13,964,350,427 13,970,028,902 △ 5,678,475

負債及び純資産の部合計 16,409,776,879 15,918,527,616 491,249,263

貸借対照表
平成31年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減
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様式第７号その１（第１１条関係）

○　施設又は設備の整備計画

年　度 備　　　考

年　度 備　　　考

関西国際大学神戸山手キャンパス
1,2,5号館受電設備更新工事

高電圧ケーブル、
コンデンサー等の取替え

令和２年8月着工・
完成予定

関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
3号館　トイレリノベーション

3号館35箇所
（和式⇒洋式ウォシュレット）

令和２年8月着工・
完成予定

関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
3号館　漏水補修工事

3号館東側部分窓枠
コーキング補修

令和２年8月着工・
完成予定

関西国際大学専用

関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1、3、4号館ICT環境整備

1、3、4号館プロジェクタ、
スクリーン、モニター等

令和２年4月着工・
完成予定

関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1号館バリアフリー工事（EV）

ＥＶ新設（5階建校舎）
令和２年8月着工・

9月完成予定
関西国際大学専用

関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
3号館空調用換気扇更新工事

3号館1F～2F
(16部屋)

令和２年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
R＆C棟エアコン更新工事

R＆C棟1F～2F 令和２年度に更新 関西国際大学専用

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期

令
和
２
年
度

関西国際大学三木キャンパス
3号館エアコン更新工事

3号館1F～2F
(16部屋)

令和２年度に更新

関西国際大学神戸山手キャンパス
1、3、4号館無線LAN敷設工事

1、3、4号館アクセスポイント
100基設置ＷＩＦＩ化

令和２年4月着工・
完成予定

関西国際大学尼崎キャンパス
ガス給湯器・電気温水器の更新

尼崎キャンパス1Ｆ～10Ｆ
給湯室内機器 令和元年度に更新 関西国際大学専用

難波愛の園幼稚園第3園庭整備
（ビオトープ）

第3園庭
600.78㎡

令和元年度に整備 難波愛の園幼稚園専用

関西国際大学三木キャンパス
豪雨対策止水板設置工事

1号館1Fテラス
110㎡

令和元年度に改修 関西国際大学専用

関西国際大学尼崎キャンパス
電話交換システム更新

尼崎キャンパス3Ｆサーバー室内電話交換シ
ステム更新 令和元年度に整備 関西国際大学専用

第2グラウンド
ロッカー室(2部屋)

関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
1・2・4号館　トイレリノベーション

1・2号館1F～4F
4号館5F（28箇所）

令和元年度に改修 関西国際大学専用

令和元年度に改修 関西国際大学専用

事　業　計　画　及　び　こ　れ　に　伴　う　予　算　書

事　　　業　　　計　　　画

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期

令
和
元
年
度

関西国際大学三木キャンパス
サッカーグラウンド照明更新工事

LED照明に変更工事
（6基）

令和元年度に整備

関西国際大学三木キャンパス
第2グラウンドロッカー室改修工事
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年　度 備　　　考

年　度 備　　　考

年　度 備　　　考

関西国際大学神戸山手キャンパス
体育館バスケットゴール改修

体育館　前方吊上式
バスケットゴール改修

令和５年8月着工・
完成予定

関西国際大学専用

5号館実習棟
 令和５年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1,3,4号館　教室AV環境整備

1、3、4号館プロジェクタ、
スクリーン、モニター等

令和５年4月着工・
完成予定

関西国際大学専用

関西国際大学専用

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期

令
和
５
年
度

関西国際大学三木キャンパス
3号館受水槽・給水ポンプ改修工事

3号館
 令和５年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
5号館実習棟給湯機更新工事

関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
１・2号館高架水槽改修工事

１・2号館
 令和４年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1,3,4号館　教室AV環境整備

1、3、4号館プロジェクタ、
スクリーン、モニター等

令和4年4月着工・
完成予定

関西国際大学専用

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期

令
和
４
年
度

関西国際大学三木キャンパス
エネルギーセンター棟受水槽改修工事

エネルギーセンター棟 令和４年度に更新

関西国際大学神戸山手キャンパス
4号館　トイレリノベーション

4号館13箇所
（和式⇒洋式ウォシュレット）

令和４年４月着工・
完成予定

関西国際大学神戸山手キャンパス
3号館　外壁塗装工事

3号館壁面防水工事
令和３年8月着工・

完成予定
関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1号館空調改修工事

1号館室外機及び
天吊り方室内ユニット更新

令和３年４月着工・
完成予定

関西国際大学専用

水棹館1F～2F
 令和３年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学神戸山手キャンパス
1.3・4号館教室AV環境整備工事

1、3、4号館プロジェクタ、
スクリーン、モニター等

令和３年4月着工・
完成予定

関西国際大学専用

令
和
３
年
度

関西国際大学三木キャンパス
１号館エアコン・ファンコイル更新工事

１号館1F～4F
 令和３年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
２号館エアコン・ファンコイル更新工事

2号館1F～4F
 令和３年度に更新 関西国際大学専用

関西国際大学三木キャンパス
水棹館エアコン・送風機更新工事

事　　　項 事 業 規 模 等 実　施　時　期
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様式第１０号その１（第１２条関係）　

（収入の部） 　（単位　千円）
年　　度 開　設　年　度 令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 完　成　年　度

科　　目 新設校分 新設校分 新設校分 新設校分
936,800 1,041,600 1,035,990 1,010,380
16,342 16,359 16,128 16,128
2,100 2,100 2,100 2,100

115,806 115,806 115,806 115,806
0 0 0 0

12,039 12,039 12,039 12,039
0 0 0 0

60,509 60,509 60,509 60,509
0 0 0 0

175,900 175,900 175,900 175,900
161,571 167,948 167,948 196,571

資金収入調整勘定 △ 6,377 △ 182,277 △ 182,277 △ 182,277
0 2,555 11,086 94,077

1,474,690 1,412,539 1,415,229 1,501,233

　（単位　千円）
年　　度 開　設　年　度 令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 完　成　年　度

科　　目 新設校分 新設校分 新設校分 新設校分
779,699 786,301 742,969 799,704
305,257 293,249 315,257 401,866
96,571 96,571 66,571 66,571

0 0 0 0
0 0 0 0

138,286 30,000 21,501 27,506
79,025 41,261 15,783 4,500

0 0 0 0
162,293 207,293 192,293 47,293

2,500 2,500 2,500 2,500
△ 91,496 △ 55,722 △ 35,722 △ 3,722

2,555 11,086 94,077 155,015
1,474,690 1,412,539 1,415,229 1,501,233

その他の支出
〔　予備費　〕
資金支出調整勘定
翌年度繰越支払資金

支出の部合計

前受金収入
その他の収入

前年度繰越支払資金
収入の部合計

資産運用支出

(支出の部）

管理経費支出
借入金等利息支出
借入金等返済支出
施設関係支出
設備関係支出

人件費支出
教育研究経費支出

資産売却収入
付随事業・収益事業収入
受取利息・配当金収入
雑収入
借入金等収入

資　金　収　支　予　算　決　算　総　括　表

学生生徒納付金収入
手数料収入
寄付金収入
補助金収入
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様式第１０号その２（第１２条関係）

（単位　千円）

開　設　年　度 令　和　3　年　度 令　和　4　年　度 完　成　年　度
新設校分 新設校分 新設校分 新設校分

学生生徒等納付金 936,800 1,041,600 1,035,990 1,010,380
手数料 16,342 16,359 16,128 16,128
寄付金 2,100 2,100 2,100 2,100
経常費等補助金 115,806 115,806 115,806 115,806
付随事業収入 12,039 12,039 12,039 12,039
雑収入 60,509 60,509 60,509 60,509
教育活動収入　計 1,143,596 1,248,413 1,242,572 1,216,962
人件費 765,506 772,108 778,776 785,511
教育研究経費 378,423 375,167 400,549 401,866
管理経費 97,616 97,616 67,616 67,616
徴収不能額等 0 0 0 0
教育活動支出　計 1,241,545 1,244,891 1,246,941 1,254,993

△ 97,949 3,522 △ 4,369 △ 38,031
受取利息・配当金 0 0 0 0
その他の教育活動外収入 0 0 0 0
教育活動外収入　計 0 0 0 0
借入金等利息 0 0 0 0
その他の教育活動外支出 0 0 0 0
教育活動外支出　計 0 0 0 0

0 0 0 0
△ 97,949 3,522 △ 4,369 △ 38,031

資産売却差額 0 0 0 0
その他の特別収入 45 45 45 45
特別収入　計 45 45 45 45
資産処分差額 0 0 0 0
その他の特別支出 0 0 0 0
特別支出　計 0 0 0 0

45 45 45 45
2,500 2,500 2,500 2,500

△ 100,404 1,067 △ 6,824 △ 40,486
△ 217,356 △ 56,306 △ 32,220 △ 32,051
△ 317,760 △ 55,239 △ 39,044 △ 72,537

0 △ 317,760 △ 372,999 △ 412,043
0 0 0 0

△ 317,760 △ 372,999 △ 412,043 △ 484,580

（参考）

事業活動収入　計 1,143,641 1,248,458 1,242,617 1,217,007
事業活動支出　計 1,244,045 1,247,391 1,249,441 1,257,493

支
出

翌年度繰越収支差額

経常収支差額

特
別
収
支

収
入

支
出

特別収支差額
〔　予備費　〕
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額

教育活動外収支差額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

年　　度　

事　業　活　動　収　支　予　算　決　算　総　括　表

　科　　目

教
育
活
動
収
支

収
　
入

支
　
出

教育活動収支差額
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